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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業（精神障害分野）） 
「重度かつ慢性の精神障害者に対する包括的支援に関する政策研究-統括・調整班 

（H２９-精神-一般-００３）」 
分担研究報告書 

 
３．重度かつ慢性の精神障害者に対する心理社会的治療／方策～第二次アンケート結果から～ 
 
分担研究者 岩田 和彦  地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪精神医療センター） 

 

 

Ａ．研究⽬的 
本研究は、重度かつ慢性の患者の地域移⾏、地

域定着のための包括的⽀援アプローチに組込まれ
るべき⼼理社会的治療／⽅策について、全国の好
事例病院（その定義や詳細は後述）を対象に実施
したアンケート調査の結果から考察することを⽬
的とする。 
 
Ｂ．研究⽅法 
１）第二次アンケート調査実施の経緯と対象医療

機関の選定 

第二次アンケート調査は、「重度かつ慢性の精

神障害者に対する包括的支援に関する政策研究」

を構成する 5つの研究班（１．関連研究班の統括・

調整研究班、研究代表者：安西信雄／2．薬物療法

研究班、研究代表者：宮田量治／3．クロザピン使

用指針研究、研究代表者：木田直也／4．心理社会

的治療／方策研究班、研究代表者：岩田和彦／5．

チームによる地域ケア体制研究、研究代表者：吉

川隆博）合同で実施されたものであり、この 5 研

究班の共同で平成 30 年 2～4 月に実施された第一

次アンケート調査をベースに作成されものである。 

第一次アンケート調査では 52 病院（回答率

16.5%）から回答が得られた。第二次アンケート調

査は、第一次アンケート調査に回答した 52 病院の

うち、さらに下記の基準を好事例病院として定義

し、その条件に合致した 20 病院に対して回答を依

頼した。 
----------------------------------------- 
【 好事例病院の基準 】 

Ａ：新規⼊院患者の 1 年後までの退院率が⾼い 
（全国中央値 89.3%以上） 

Ｂ：在院患者中の 1 年を超える患者の占める率が低い（全
国中央値 61.4%以下） 

Ｃ：すでに 1 年を超えて在院している患者の 1 年後までの
居宅系退院率が⾼い（参考値 8.4%以上）（注：居宅系
退院には⾃宅、アパート、グループホーム、福祉系施
設、介護系施設への退院を含める） 

Ａ～Ｃの基準のうち、Ａを満たし、かつＢ・Ｃのいずれ

か、又は両方を満たす医療機関 

---------------------------------------- 
 
なお第二次アンケート調査の質問項目は、本報

告書に資料として掲載している。 
 
Ｃ．研究結果 
１）回答医療機関 

第二次アンケート調査を依頼した好事例病院 20
病院のうち 20 病院（100%）から回答が得られた。

20病院の設置主体別分類は、民間 11病院（55.0%）、

自治体立 7 病院(35.0%)、国立 2 病院(10.0%)であ

った。 
 
２）回答結果 

 アンケート項⽬のうち、Ｂ領域が⼼理社会的治
療・⽅略に関連する。 

結果の詳細は「重度かつ慢性の精神障害者に対す

る包括的支援に関する政策研究：心理社会的治療

／方策研究班」の本年度総括研究報告書に記載し

ており、ここでは、特筆すべき項目について報告

する。 

 

（Ｂ５）「重度かつ慢性」患者等に対して実施して
いる治療・⽀援（プログラム等） 

（結果 B5−1／結果 B5−2） 
心理社会的治療や支援の取り組みについて、重

度かつ慢性患者に対する実施状況を、「ほぼ全例に

実施している」、「比較的よく実施している」、「あ

まり実施していない」、「全く実施していない」の 4
択で回答を求めた。その結果から「ほぼ全例に実

施している」「比較的よく実施している」を合計し

て該当率を求めた。 
その結果、医師による定期的な精神療法が 85%

で最も高い該当率で、次いで多いのは OT センター

で行われる作業療法(55.0%)であった。一方個別作

業療法、社会生活技能訓練(SST)、心理教育／疾患

教育、生活習慣の改善を目指したグループ療法な

どは、40％程度の該当率であった。 
 
「重度かつ慢性」に該当する患者の退院計画を
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進める上での取り組みとして最も多かったのは

「退院前訪問」（該当率 85.0%）、次いで「ケアマ

ネジメント」（該当率：60.0%）で、これらは過半

数で実施されていた。それに対し「地域生活準備

プログラム（退院に向けた心理教育や SST）」は

40.0%、「ピアサポーター（元入院患者等）との交

流や支援」は 25.0%であった。「地域移行パス」は

15.0%の該当率に留まった。 
 

（Ｂ１１）「重度かつ慢性」患者の退院後の⽀援体
制・⽀援活動（結果 B11） 
「重度かつ慢性」の患者の退院後の支援体制に

ついては、「自院または地域の精神科救急医療シ

ステムにより、時間外でも必要な場合には適時に

診療を提供できる」と答えた病院は 90.0%と高く、

大部分の病院で救急時の診療体制が整っていた。

また「カルテや諸記録などスタッフが共有する情

報源に刻々と記録」と「緊急時に対応するスタッ

フへの連絡方法が統一されている」なども 70.0%
と高率であった。 

 
（Ｂ１２）「重度かつ慢性」患者の退院⽀援におけ
る地域連携（結果 B12） 
 「重度かつ慢性」患者の退院・地域移行を考え

る際の地域連携に関して「病院で開くケア会議に

地域機関のスタッフにも参加してもらっている」

が 90.0%と最も高い該当率であった。次いで「地

域機関との連携による地域移行・定着」は 65.0%、

「保健師と連携」は 60.0%、さらに「地域で開く

ケア会議に病院スタッフも参加」することも 55.0%
で実施されていた。 
 
Ｄ．考 察 
好事例病院で実施されている心理社会的治療と

して、医師による定期的な精神療法が 85%と最も

高く、その他には OT センターで行われる作業療法

も 50%を超えていた。これらは重度かつ慢性患者

の心理社会的治療の基本となるプログラムことが

示唆された。一方個別作業療法、社会生活技能訓

練(SST)、心理教育／疾患教育、生活習慣の改善を

目指したグループ療法などは、個々のケースの状

態に応じて、必要と考えられる患者に個別に適用

される治療・取り組みに位置づけられると考えら

れる。 
また医療機関の取り組みだけで重度かつ慢性患

者の退院が促進されるわけではないことは自明で

あり、いかに関連機関と連携し、多方面からのサ

ポート体制構築しておくか、という点が地域定着

のポイントなる。  
重度かつ慢性患者の退院後の支援体制について

は、大部分の病院が休日夜間でも救急時の診療が

可能であると回答し、さらに緊急時に対応するス

タッフへの連絡方法の統一も図られていた点は注

目に値すると考えられる。さらに地域の関係機関

との連携については、「病院で開くケア会議に地

域機関のスタッフにも参加」「地域で開くケア会

議に病院スタッフも参加」など、双方向の支援ス

タッフの行き来が柔軟に行われており、顔の見え

る関係づくりが重度かつ慢性患者の退院可能性を

さらに高めていると考えられた。 
 
 Ｅ．結 論 
第二次アンケート調査を通じて、重度かつ慢性患

者の退院支援、地域移行に有用な心理社会的治療

について調査した。 
医師による精神療法や作業療法などの基本とな

る心理社会的治療に加え、退院前訪問などが好事

例病院では高率で実施されていた。 
また関係機関との双方向の関係づくり、緊急時の

診療の受入れ体制の整備などが重要性があらため

て認識された。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 

特になし 
 
Ｇ．論文発表 

１．論文発表 なし 
２．学会発表 なし 

 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 

 1. 特許取得 なし 
 2. 実用新案登録 なし 
 3.その他 なし 

 

 


